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昨
今
の
厳
し
い
経
済
状
況
の
中
で
、政
府
の
「
新
成
長
戦
略
」（
平

成
二
二
年
六
月
一
八
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
奨
学
金
制
度
の
充
実

が
言
及
さ
れ
る
な
ど
、
学
生
へ
の
経
済
的
支
援
が
重
要
と
な
っ
て
い

る
。大
学
等
に
よ
る
授
業
料
等
の
減
免
措
置
や
大
学
独
自
の
奨
学
金
、

民
間
育
英
団
体
の
奨
学
金
な
ど
様
々
な
制
度
が
あ
る
が
、
我
が
国
で

は
現
在
、
日
本
学
生
支
援
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
）
の
奨
学

金
が
中
心
的
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

平
成
二
二
年
度
予
算
に
お
い
て
、
機
構
の
奨
学
金
事
業
は
、
第
一

種
（
無
利
子
）
と
第
二
種
（
有
利
子
）
を
合
わ
せ
た
事
業
費
が
約

一
兆
五
五
億
円
、
平
成
一
〇
年
の
旧
日
本
育
英
会
時
代
に
比
べ
、
第

一
種
一
・
三
倍
、
第
二
種
一
一
・
六
倍
、
全
体
で
は
三
・
八
倍
と
拡
大

し
て
い
る
。
ま
た
貸
与
人
員
は
、
平
成
二
二
年
度
は
約
一
一
八
万
人

で
あ
り
、
全
学
生
の
三
四
・
一
％
、
学
生
の
三
人
に
一
人
が
機
構
の

奨
学
生
と
な
っ
て
い
る
。
平
成
一
六
年
度
か
ら
「
機
関
保
証
制
度
」

が
導
入
さ
れ
、
保
証
人
等
の
選
任
が
困
難
な
学
生
も
、
保
証
料
を
保

証
機
関
に
支
払
う
こ
と
で
奨
学
金
貸
与
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な

り
、
機
関
保
証
選
択
者
は
新
規
採
用
者
の
約
四
割
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
同
じ
一
六
年
度
に
創
設
さ
れ
た
大
学
院
の
業
績
優
秀
者
に
対

す
る
無
利
子
奨
学
金
の
返
還
免
除
制
度
は
、平
成
二
一
年
度
実
績
で
、

全
額
免
除
三
，
一
九
一
人
、
半
額
免
除
六
，
三
八
八
人
が
対
象
と
な

っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
奨
学
金
の
充
実
が
図
ら
れ
て
い
る
が
、
一
方
で
返
還

金
の
回
収
強
化
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
機
構
の
奨
学
金
は
、
卒
業

し
た
奨
学
生
か
ら
の
返
還
金
を
原
資
と
し
て
運
営
し
て
お
り
、
返
還

金
は
極
め
て
重
要
な
財
源
で
あ
る
。
ま
た
、
事
業
運
営
に
多
額
の
国

費
が
投
入
さ
れ
て
い
る
た
め
、
社
会
的
な
信
頼
を
確
保
す
る
た
め
に

も
返
還
率
の
向
上
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

平
成
二
二
年
三
月
末
現
在
で
、
機
構
の
総
貸
付
金
残
高
は

六
兆
二
，
三
三
七
億
円
に
及
ん
で
い
る
。
こ
の
う
ち
、
今
後
回
収
強

化
を
図
ら
な
い
と
返
還
さ
れ
な
い
リ
ス
ク
の
あ
る
三
ヶ
月
以
上
の
延

滞
債
権
額
は
二
，
六
二
九
億
円
で
あ
り
、
そ
の
中
で
支
払
期
限
が
過

ぎ
た
（
返
還
期
日
到
来
分
の
）
延
滞
債
権
は
七
七
七
億
円
で
あ
る
。

し
か
し
、
総
貸
付
金
残
高
に
占
め
る
返
還
期
日
到
来
分
の
延
滞
債
権

の
額
の
割
合
は
、
平
成
一
二
年
度
に
は
一
〇
・
三
％
だ
っ
た
が
、
機

奨
学
金
の
現
状
と
課
題
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構
の
回
収
努
力
に
よ
り
年
々
減
少
し
、
平
成
二
一
年
度
に
は
七
・
七

％
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
返
還
を
要
す
る
債
権
額
に
占
め
る
返
還

期
日
が
到
来
し
て
い
る
延
滞
債
権
の
額
の
割
合
は
、
平
成
一
二
年
度

に
は
二
・
三
％
だ
っ
た
が
、
平
成
二
一
年
度
に
は
一
・
九
％
ま
で
減
少

し
た
。
こ
の
よ
う
に
機
構
で
は
、
返
還
率
の
向
上
に
努
め
て
お
り
、

平
成
二
二
年
度
か
ら
個
人
信
用
情
報
機
関
を
活
用
す
る
な
ど
、
奨
学

金
を
返
せ
る
の
に
「
返
さ
な
い
」
人
に
は
法
的
処
理
も
含
め
て
厳
し

く
返
還
を
求
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

一
方
で
、
経
済
的
な
事
由
等
で
返
し
た
く
て
も
「
返
せ
な
い
」
人

に
は
き
め
細
や
か
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
機
構
で
は
、
返
還
相
談

体
制
の
強
化
の
た
め
、
平
成
二
一
年
一
〇
月
か
ら
民
間
委
託
に
よ
る

奨
学
金
返
還
相
談
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
た
。
ま
た
、
経
済
的
困
難
を

理
由
と
し
て
、
既
定
の
返
還
額
は
返
済
で
き
な
い
が
半
額
程
度
で
あ

れ
ば
返
済
で
き
る
と
い
う
返
還
者
の
た
め
に
、
平
成
二
二
年
度
か
ら

「
減
額
返
還
制
度
」
の
創
設
も
予
定
し
て
い
る
。

国
の
奨
学
金
事
業
は
、
国
・
機
構
・
大
学
等
が
一
体
と
な
っ
て
運

営
さ
れ
て
お
り
、
機
構
と
大
学
等
と
の
連
携
強
化
も
課
題
で
あ
る
。

文
部
科
学
省
と
し
て
も
、
機
構
の
回
収
努
力
を
促
す
と
と
も
に
、
意

欲
と
能
力
の
あ
る
学
生
が
経
済
的
理
由
に
よ
り
修
学
を
断
念
す
る
こ

と
の
な
い
よ
う
、
今
後
と
も
機
構
の
奨
学
金
事
業
の
充
実
に
努
め
て

ま
い
り
た
い
。
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日本学生支援機構における奨学金事業の貸付及び延滞状況（平成１０年度以降）
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３～４年 ６２(  8.0%)

２～３年 ６７(  8.6%)

１～２年 ５５(  7.1%)

３ヶ月～１年 ４０(  5.2%) 

８年以上 ３２２( 41.1%)

５～８年 １６５( 21.2%)

４～５年 ６６(  8.5%)

３～４年 ６２(  8.0%)

２～３年 ６７(  8.6%)

１～２年 ５５(  7.1%)

３ヶ月～１年 ４０(  5.2%) 

計 ７７７(100.0%)
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平成21年度の

「総貸付金残高」は、

対平成10年度の

３．１３倍

平成21年度の

「３ヶ月以上の延滞債

権額」は、対平成10年

度の

２．７６倍

回収努力により新規の
延滞債権発生を抑制。
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